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堺市上下水道局予算・決算事務 BPR実行支援業務 提案書作成要領 

 

１ 業務名 

堺市上下水道局予算・決算事務 BPR実行支援業務 （以下「本業務」という。） 

 

２ 業務概要 

公営企業会計における財務・会計事務業務は、専門知識と長期の実務経験の双方が求

められるため、業務の属人化とブラックボックス化を招いているなど、人材確保の課題

を抱えている。また、経営管理のための資料等の作成、それに係るデータ加工やチェッ

クに膨大な時間を要するなど、生産性向上面でも課題を抱えている。本業務では、これ

らの課題を解消するために、次の業務を行う。 

（１）組織的な会計知識や実務のナレッジの蓄積と企業会計初心者の早期戦力化を図る

ため、財務・会計業務の「見える化」、「分かる化」による業務の標準化やチェック

リスト等を整理する。 

（２）業務手順を可視化して見直すことで、単なるデータの転記作業や類似データの提

出などの重複業務を整理して効率化を図る。また、予算・決算書類の根拠データを

一元管理できる共通データファイルを作成して月次管理することで、データドリブ

ンの基礎を構築し、経営判断の質の向上を図る。これにより生産性面の課題を解決

する。 

（３）業務工程分析及び最適化の検討手法やプロセスをドキュメントとして局職員と共

有することで、本市上下水道局における自律的な BPR 推進に繋げる。 

 

３ 履行期間 

契約締結日 ～ 令和 7年 3月 31日 

 

４ 契約担当課 

〒591-8505 堺市北区百舌鳥梅北町 1丁 39番地 2 

堺市上下水道局 経営企画室 経営マネジメントグループ   担当 伴野、阪上 

電話番号  072－250－9227 

ＦＡＸ   072－250－6600 

e-mail   jougeki@city.sakai.lg.jp 

 

５ プロポーザル参加資格要件 

以下の要件を全て満たしていなければならない。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当して
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いないこと（同条第２項各号のいずれかに該当すると認められてから３年を経過し

ている場合を除く。）及び堺市上下水道局契約規程（昭和５０年水道局管理規程第７

号）第３条により準用する堺市契約規則（昭和５０年規則第２７号。以下「契約規

則」という。）第３条の規定に該当しないこと。 

（２）本業務プロポーザル参加資格確認申請書提出締切日から審査結果通知日までの間

に堺市上下水道局入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱（平成１６年制

定）に基づく入札参加停止又は入札参加回避を受けていないこと。なお、入札参加

有資格者でない者にあっては当該措置要件に該当する行為を行っていないこと。 

※優先交渉権者が、審査結果通知日から契約締結日までの間に上記措置を受けた場合

あるいは上記措置要件に該当する行為を行ったと認められる場合は優先交渉権者の

決定を取り消し、その者とは契約を締結しない。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に規定する更生手続開始の申

立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされている更生事件

に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」

という。）第３０条に規定する更生手続開始の申立てを含む。）がなされている者（同

法第１９９条に規定する更生計画認可の決定（旧法第２３３条に規定する更生計画

認可の決定を含む。）を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）第２１条に規定する再生手続開始の申立てがなされている者（同法第１

７４条に規定する再生計画認可の決定を受けている者を除く。）等経営状態が著しく

不健全な者でないこと。  

（４）本業務プロポーザル参加資格確認申請書提出締切日から審査結果通知日までの間

に堺市上下水道局契約関係暴力団排除措置要綱（平成２４年制定）に基づく入札参

加除外（以下「入札参加除外」という。）を受けている者でないこと。また、大阪府

警察本部から堺市暴力団排除条例（平成２４年条例第３５号）第２条第２号に規定

する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者に該当する旨の通報等

（以下「府警からの通報等」という。）を受けた当該通報に係る者でないこと。 

※優先交渉権者が、審査結果通知日から契約締結日までの間に上記措置を受けた場合

あるいは当該通報等を受けた場合は優先交渉権者の決定を取り消し、その者とは契

約を締結しない。 

（５）本業務に参加資格確認申請を行っている者（契約に関する権限等を委任された受

任者を含む。）（以下「参加資格確認申請者」という。）が、他の参加資格確認申請者

を兼ねていないこと（同一代表者が複数の企業で同一業務に参加することができな

い。） 

（６）組合とその組合員については、次のいずれにも該当しないこと。 

ア 組合とその組合員が同時に参加資格確認申請者である場合 

イ 参加資格確認申請者である他の組合の組合員である場合 
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（７）仕様書に基づき、信義に従い誠実に業務を履行できること。 

（８）本市水道料金、下水道使用料の滞納がないこと。 

 

６ 日程 

 内容 日程・提出期限等 

（１） 公募開始日 令和 6年 3月 15日（金） 

（２） プロポーザル参加資格確認申請書等提出締切日 令和 6年 3月 29日（金） 

（３） 質疑締切日 令和 6年 3月 29日（金） 

（４） 質疑回答日（堺市上下水道局ホームページで公表） 令和 6年 4月 4日（木） 

（５） プロポーザル参加資格確認結果通知日 令和 6年 4月 9日（火） 

（６） 企画提案書等・辞退届提出締切日 令和 6年 4月 16日（火） 

（７） プレゼンテーション実施日 令和 6年 4月 24日（水）[予定]  

（８） 審査結果（採否）通知日（優先交渉権者決定） 令和 6年 5月 2日（木）[予定]  

（９） 契約締結日 令和 6年 5月 14日（火）[予定]  

※ 本業務についての説明会を実施する予定はない。 

 

７ 応募書類の配布 

前記６（１）の公募開始日から（２）のプロポーザル参加資格確認申請書等提出締切

日まで、堺市上下水道局ホームページからダウンロードする。 

堺市上下水道局ホームページ： 

https://water.city.sakai.lg.jp/soshikikarasagasu/keiki/jigyousha/keiyaku/3613.html 

 

８ 提出方法 

プロポーザル参加資格確認申請書等、辞退届、企画提案書等の提出方法は、直接持参

又は郵送（一般書留郵便又は簡易書留郵便）とする。なお、ＦＡＸによる提出は認めな

いものとする。 

【持参の場合】 

前記６の各提出期限日までの午前９時から午後５時まで（土曜日、日曜日、祝日及び

年末年始の休日を除く。）に持参すること。 

【郵送の場合】 

前記６の各提出期限日の午後５時までに必着とする。なお、郵送で提出した旨を前記

４契約担当課まで電話連絡すること。 

 

９ 提出書類 

（１）プロポーザル参加資格確認申請書等の提出 

  企画提案書等を提出（プロポーザル参加）する者は、下記のとおり「プロポーザ
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ル参加資格確認申請書」等を提出すること。 

①提出書類 

（ア）プロポーザル参加資格確認申請書 

・必要事項を全て記入して提出すること。 

（イ）同意書 

    ・事業者（本社に限る）の住所、商号または名称、代表者職氏名を記載す

ること。申請者が自署しない場合又は法人である場合は、記名押印（代

表者印）をすること。 

・提出部数は１部とする。 

（ウ）国税の納税証明書（法人はその３の３、個人はその３の２とし、本業務公

募開始日が属する月の初日以降に発行されたものを必ず添付すること。写

し可。） 

    ・提出部数は１部とする。 

（エ）組合員名簿の写し（組合が参加する場合に限る。） 

※提出書類（イ）（ウ）については、堺市物品調達、委託等入札参加資格登録事

務取扱要綱（平成１６年制定）又は堺市建設工事等入札参加資格登録事務取

扱要綱（平成２０年制定）に基づく入札参加資格を有する者である場合は、

提出不要とする。 

②提出期限 

前記６（２）のプロポーザル参加資格確認申請書等提出締切日の午後５時まで 

③提出先 

前記４の契約担当課まで 

④提出方法 

前記８の提出方法のとおり 

※前記５のプロポーザル参加資格要件を満たしていない場合は、プロポーザル

に参加することができない。参加資格確認申請書を提出した事業者に対して、

参加の可否について、前記６（５）のプロポーザル参加資格確認結果通知日

に通知する。 

※組合とその組合員が前記５（６）ア、イのいずれかの場合（以下「組合員の

重複」という。）には、該当する全ての者について本業務プロポーザルの参加

資格を認めないものとする。 

ただし、参加資格確認申請書等締切日までの間に本業務への参加申請を取下

げ、組合員の重複が解消された場合は、この限りではない。 

（２）企画提案書等の提出 

①提出書類 

下記（ア）～（ウ）の各提出部数は紙ベース 5 部（正１部 副 4 部）及び電子
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データ 1部（CD-R、DVD-R）とする。 

（ア）企画提案書 

・Ａ4 判（縦・横は問わない） 横書 長辺綴じ 30 ページ以内（表紙・

目次を除く） 両面印刷 

・正は、事業者の住所、商号または名称、代表者職氏名を記載のうえ、下

欄には担当者名および担当者連絡先を記載すること。 

     ・副は、提案者が判別できるような記載等は一切行わないこと。 

・宛名は「堺市上下水道事業管理者」とすること。 

・表紙には「本業務（前記１の業務名を記載）提案書」と記載すること。 

・提案内容には、評価基準のいずれの項目に該当することを意図している

のかがわかるように、タイトルと審査カテゴリーを記載すること。 

・提案者が判別できるような記載、表現、ロゴの記載、資料の添付等は一切

しないこと。判別できる場合には失格にすることもあるので十分確認した

うえで提出すること。 

・本業務において企画提案をすることができるのは１案だけである。 

・提出期限後の企画提案書の差替は認めない。（本市が補正等を求める場合

を除く。） 

（イ）見積書 

・見積書記載金額については、本業務の総額の本体価格（税抜）、消費税額

（地方消費税額を含む）を別々に記載し、さらにそれらの合計金額を明記

すること。なお、見積りにあたっては契約期間中における原材料、人件費

等の諸経費の動向等を十分勘案して行うこと。 

・見積書の記載内容を確認し、必要に応じて補正を求めることがある。 

・見積書については、仕様書「5 業務範囲」（2）～（6）の内訳が判別でき

るようにすること。また、人件費、諸経費等の積算の内訳が判別できるよ

うに、できるだけ詳細に記載すること。 

・見積書の提案上限金額は 33,000,000 円（税込）とし、提案上限金額を超

える見積金額の提案があった場合は失格とする。 

・正は、表紙については、宛先は「堺市上下水道事業管理者」、業務名は本

業務（前記１の業務名を記載）とし、事業者の住所、商号または名称、

代表者職氏名、担当者名、担当者連絡先を記載すること。 

・副は、表紙については、宛先は「堺市上下水道事業管理者」、業務名は本

業務（前記１の業務名を記載）と記載するのみで、社名等の記載を一切

行わないこと。見積書についても、提案書と同様に、提案者が判別でき

るような記載等は一切行わないこと。判別できる場合には失格にするこ

ともあるので十分確認したうえで提出すること。 
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（ウ）履行実績等 

・評価基準「実施体制・実績」のうち、提案者、業務責任者及び担当者の

履行実績等に係る内容については、別紙「履行実績等」に記入して提出

すること。 

・正にのみ、記入した実績等を証明できる書類（契約書の写し及び仕様書

等）や資格を有することが証明できる書類を添付すること。 

・正副ともに、提案者が判別できるような記載等は一切行わないこと。 

②提出期限 

前記６（６）の企画提案書等・辞退届提出締切日の午後５時まで 

③提出先 

前記４の契約担当課まで 

④提出方法 

前記８の提出方法のとおり 

 

１０ 提案書記載事項 

別紙の本業務仕様書に基づき、次の項目についての提案を作成すること。 

作成にあたっては、前記９（２）①ア及び別紙「企画提案書」を確認すること。 

また、意味が多義・曖昧で共通認識がとりにくい表現は避け、具体的に何を行うの

かを明確にすること。（共通認識がとりにくい表現の例 ○○づくり：まちづくり、健

康づくり、賑わいづくり、空間づくり等） 

（１）業務の実施方針 

（２）業務の概要、実施プロセス 

（３）業務の実施体制、スケジュール 

（４）履行実績 

（５）業務への提案及びその特徴 

（６）発注者とのコミュニケーション（業務打合せ、ヒアリング等） 

 

１１ 提案書作成に関する質問受付 

提案書作成に関して疑義が生じた場合には、前記４の契約担当課までＦＡＸもしく

は電子メールにて問い合わせること。送付後、速やかに契約担当課まで電話をし、必

ず到達確認をすること。 

なお、質問受付期間は前記６（１）の公募開始日から（３）の質疑締切日までとし、

それ以後は一切受け付けない。 

 

１２ 提案書提出の辞退 

プロポーザル参加資格確認申請書を提出後、提案書を提出しない（プロポーザルの
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参加を辞退する）場合は、「プロポーザル参加辞退届」に事業者の住所、商号または名

称、代表者職氏名、担当者名、担当者連絡先、辞退理由を記載のうえ、１部提出する

こと。 

企画提案書を提出した後にプロポーザル参加を辞退する意向のある場合には、下記

提出先の担当に連絡すること。下記辞退届提出期限を過ぎた後の辞退は、原則として

認められないが、辞退するに至った事情等を聞いたうえで取扱いを決定することとす

る。ただし、企画提案書の審査手続きを終えている場合は、辞退することはできない。 

（１）辞退届提出期限 

     前記６（６）の企画提案書等・辞退届提出締切日まで 

（２）提出先 

前記４の契約担当課まで 

（３）提出方法 

前記８の提出方法のとおり 

 

１３ 失格事項 

次のいずれかに該当する場合は失格とする。また、優先交渉権者が契約締結するま

での間に次のいずれかに該当した場合又は該当していることが判明した場合は、優先

交渉権者の決定を取り消し、その者とは契約を締結しない。 

（１）提案者がプロポーザル参加資格要件を満たさなくなった場合 

（２）堺市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定す

る暴力団密接関係者でないことを表明した誓約書を提出しない場合 

（３）見積書の金額が、提案上限金額を上回る場合 

（４）提出期限までに書類が提出されない場合  

（５）提出書類に不備がある場合（軽微な場合を除く。） 

（６）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（７）著しく信義に反する行為があった場合 

（８）契約を履行することが困難と認められる場合 

（９）企画提案書の記載内容が法令違反など著しく不適当な場合 

（１０）本業務について２案以上の企画提案をした場合 

  （１１）審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

（１２）選定委員に対して、直接、間接問わず、故意に接触を求めた場合 

（１３）他の参加者と企画提案の内容又はその意思について相談を行った場合 

（１４）事業者選定終了までの間に、他の参加者に対して企画提案の内容を意図的に

開示すること 

 

１４ 企画提案書等の審査 
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（１）審査基準及び配点表 

別紙審査基準及び配点表のとおり 

（２）審査方法 

・提出書類は外部有識者及び堺市の庁内関係者で構成する選定委員会において

審査し、総合的に判断し、最も優秀であると認められた１者を選定する。 

・提出書類の内容についてのプレゼンテーションの実施を予定している。詳細

については別途連絡を行う。 

実施時期：前期６（７）のプレゼンテーション実施日のとおり 

想定時間：1者あたり 40分程度（説明 20分、質疑応答 20分） 

実施場所：堺市上下水道局本庁舎内 

※プレゼンテーションで説明する内容は、企画提案書等にて提案を行った

内容とし、原則として企画提案書等に記載されている以外の内容につい

ては認めない。 

※プレゼンテーションで利用するスクリーン又はモニター、HDMIケーブル、

マイク、電源コードは本市が用意する。その他 PC等の必要な物は提案者

が持参すること。 

・審査を行う上で疑問点や確認事項が発生した場合は、各々の提案者に確認を

行う。 

・審査内容、結果についての異議は認められない。 

・提案内容によっては「優先交渉権者なし」とする。 

（３）審査結果 

     審査結果は採否に関わらず、前記６（８）の審査結果（採否）通知日に通知す

る。 

（４）優先交渉権者の決定 

     審査の結果を踏まえ、契約の相手方として最も適したものを優先交渉権者とし

て決定する。 

 

１５ 契約の締結 

（１）契約者の決定 

①優先交渉権者との契約交渉が成立した場合は、当該事業者を契約者として決

定し、契約締結を行うものとする。その場合、当該事業者は前記６（９）の

契約締結日までに契約が締結できるように速やかに手続きを進めること。な

お、その際に当該事業者が提案した内容は、仕様書に規定されたものと見な

す。 

②優先交渉権者との契約が成立しなかった場合は、プロポーザルの提案順位が

次順位の者が優先交渉権者となり、契約交渉を行い、成立した場合には、当
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該事業者を契約者として決定し、契約締結を行うものとする。 

なお、優先交渉権者が契約を辞退したことにより契約が成立しなかった場合、

その辞退理由が正当な理由ではないと本市が判断した場合及び契約不成立に

より本市に著しい損害が生じる場合には、優先交渉権者である事業者に対し

て入札参加停止措置等を行うことがある。 

（２）契約金額 

契約金額は、提案された見積書の金額の範囲内とする。 

（３）契約保証金 

本業務の契約に係る契約保証金は、契約金額の１０／１００以上とする（ただ

し、利子は付さない）。ただし、契約規則第３０条の２に該当する場合は、免除す

る場合がある。 

（４）誓約書の提出 

優先交渉権者は、契約締結までに堺市暴力団排除条例（平成 24年条例第 35号）

第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者で

ないことを表明した誓約書を作成し、提出すること。 

 

１６ その他 

（１）提出書類は選定結果にかかわらず返却しない。 ただし、不採用となった場合に

は本市で定めた保存年限満了後、本市の責において全て処分するものとし、本業

務における審査以外では使用しない。なお、堺市ホームページ上で選定結果（不

採用となった事業者の名称、総合点数等を含む。）を公表するほか、提出書類等は

堺市情報公開条例により情報公開の対象となる場合がある。 

（２）提出書類は、審査を行う作業に必要な範囲において複製を作成する場合がある。 

（３）企画提案書で表明された内容が契約内容となるため、実現性が低いにもかかわ

らず提案するようなことがないこと。優先交渉権者に決定された後であっても業

務目的が達成できないことが確認できた場合には契約を締結しない場合がある。

それに伴う提案者が被る損害について、本市は一切賠償しない。 

（４）企画提案書の作成等プロポーザルに要する費用は、すべて提案者の負担とする。 

（５）仕様書等は本業務プロポーザルの積算、見積り以外の目的で使用してはならな

いこととし、プロポーザル終了後に破棄又は責任を持って管理すること。 

（６）当該プロポーザルは、令和 6 年度の予算成立を前提に準備行為として行うもの

であるので、契約の締結は令和 6 年 4 月 1 日以降とする（予算が成立しない場合

は、当該プロポーザル及び優先交渉権者の選定等は無効とする）。 

 


